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１．背景と目的 

 本稿では，中高齢寡婦加算が遺族厚生年金受給者の就労行動に及ぼす影響を分析する．

公的年金は，5 年に一度財政検証が行われているが，社会保障審議会年金部会(2019)は，

遺族年金についても「社会経済状況の変化に合わせて見直しを行う必要がないか検証し，

その結果に基づいた対応についての検討を進めていくべき」と提言しており，遺族年金も

次期検証の論点となる． 

諸外国においては，女性の社会進出や家族形態の変化等に伴って，子のいない遺族配偶

者に対しては，就労促進や未婚者との衡平性の観点から，遺族年金を有期給付としている

国が増えている(百瀬, 2017)．また，遺族年金が受給者の就業行動にどのような影響を及

ぼしているかという点について，大規模な行政データを用いた実証分析が進められている

（e.g., Fadlon, 2019）． 

一方日本では，データの制約もあり，遺族年金が受給者の就労行動に及ぼす影響につい

て明らかにした実証分析は数少ない．このことを踏まえ，本研究では，中高齢寡婦加算の

制度に着目し，同制度が遺族厚生年金受給者の就労行動に与える因果効果の識別を試みる．

そして，そのことにより，子のいない配偶者に対する遺族年金の在り方についての示唆を

得ることを目的とする． 

 

２．分析方法 

 本稿では，中高齢寡婦加算が就労行動に及ぼす影響を識別するために，回帰不連続デザ

インの考え方を採用する．具体的には，18歳未満の子どもがいない場合，中高齢寡婦加算

の対象になるためには，夫の死亡時に妻が 40歳以上（65歳未満）でなければならないと

いう制度上の要件を利用し，40歳前後で，就労行動に不連続（ジャンプ）があるか否かを

検証する． 

 検証にあたっては，厚生労働省が実施した「遺族年金受給者実態調査（令和 3年）」のミ

クロデータを使用する．「遺族年金受給者実態調査」は，65歳未満の国民年金および厚生

年金保険の遺族年金の受給者を対象に，その生活実態を把握する目的で実施されている．

特に令和 3年の調査は，中高齢寡婦加算に関する情報を含んでおり，この制度の影響を検

証できる貴重なデータソースとなっている． 

 令和 3年の調査では，制度別・年齢別に無作為抽出した調査対象者約 27,000 人のうち，

有効回答数は 17,895となっている．本稿の分析に使用するサンプルは，厚生年金のみで基
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礎年金歴がなく，年金受給開始年齢（夫の死亡時の年齢）が 35歳から 44歳で，現在単身

の女性に限定するため，サンプル数は約 650となる． 

 

３．結果 

 主な分析結果として，現在の就労収入は，中高齢寡婦加算があることで，統計的に有意

に下がることが示された．一方で，現在の就業確率，世帯収入および世帯支出に対しては，

中高齢寡婦加算の影響は確認されなかった． 

 

４．考察 

 本稿の分析結果から，中高齢寡婦加算は，遺族年金受給者による就労するか否かの選択

には影響しないものの，就労収入には負の影響があることが示唆される．ただし，四方・

渡辺(2022)によると，20～64歳の女性において遺族年金があってもなお，未婚者よりも死

別者の方が相対的貧困率は高くなっている．日本においても女性の労働力率は高まったも

のの，平均賃金は男性よりも相当に低く，遺族配偶者への所得保障としての遺族年金は重

要であり，就労選択への影響と所得保障機能のバランスから，今後の改革がされる必要が

ある． 

 本研究の重要な限界として，諸外国の先行研究のように行政データを使用しているわけ

ではないため，サンプル数が非常に少ないという点が挙げられる．それでもなお，日本の

遺族年金制度と受給者の就業行動との関係について実証的に示されていないことも多いな

かでは，既存のデータを利用した現状把握を行うことには意義があると考える． 
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